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きるよう、法定以上の制度を整備し
ている」と中沢氏は話す。男性が育
休取得に消極的になる理由の1つ
に、給与面や評価面に対する不安が
ある。「育休を取得することがむし
ろプラスになるくらいの制度が必要
だ。人事部と人事考課について話し
合い、対応を進めている」（中沢氏）。
　育休中の社員はこれまで会社から
完全に離れていたが、週に1回オン
ラインで集まり、人事企画グループ
の社員が会社の状況を報告したり、
育児の悩みを一緒に考えたりする

「TalkCafe（トークカフェ）」を始め
た。参加できなくても、週に1回案
内が届くことで、会社とつながって
おり、戻る場所がある安心感を得ら
れる効果があるという。
　外部講師によるイクボス研修や、
復帰時の注意点などを共有する育休
復帰セミナーなども定期的に行なっ
ている。イクボス研修の受講者から
は、「社会の変化に会社も自分自身
も対応し、変化・成長しなければ生
き残れないことに気付いた」「一緒に
働くチームのメンバーに育児中の人
がたくさんいるので、大変参考にな
った」などの声が寄せられている。
　これらの活動には成果が出始めて
いる。17年度は男性育休の取得率
49.5％、平均取得日数は3日だった
が、22年度は取得率81.3％、取得日
数は11日まで向上した。
　人事企画グループの2つ目のテー
マは、LGBTQ＋（性的少数者）への
配慮だ。企業として性の多様性に配
慮し、「アライ（理解・支援する人）」を
増やすため、理解促進を進めている。
企業や団体のLGBTQ＋への取り
組みを評価する「PRIDE指標（2023

　多くの業界と同様に、建設業を取
り巻く環境も社会情勢の変化と共に
不確実性を増している。大林組は多
様な考え方や個性を受け入れ、個々
の強みや能力を引き出し、企業価値
の向上や持続可能な成長につなげる

「ダイバーシティ＆インクルージョ
ン」を企業成長の源と考えている。
　2021年4月には「ダイバーシティ
＆インクルージョン推進部」を新設
した。設立時から部長を務める中沢
英子氏は、「激しい変化に対応しな
がら成長を続けるためには、年齢、
性差、国籍、ライフステージなどに
関わらず、従業員一人ひとりが能力
を最大限に発揮し続ける必要があ
る」と話す。
　ダイバーシティ＆インクルージョ
ン推進部は、グローバル経営戦略室
の直下に配置されている。「多様な
人材が活躍でき、変化に前向きな進
化する組織づくりに寄与する」とい
うミッションと、その先に「社員の
ウェルビーイングの実現」「多様な
人材が活躍できる企業文化の醸成」
の2つのビジョンを掲げる。
　これらを実現するため、22年度か
らの中期経営計画では、「自ら機会
を捉えてキャリアを切り開きながら
成長できる自律的な人材」を在るべ

き人材像と定めた。常に進化する組
織づくり、変化に強い自立・自律し
た人づくりに取り組んでいく。
　活動を推進する際に大切にしてい
るのが、意識の改革（心）、人事制度
改革（技）、行動変容を促す仕組み

（体）という3つのポイントだ。「意識
が高まっても、それを支える制度や
仕組みがなければ浸透や継続は難し
い。これら3つのバランスをしっか
り取りながら施策を進めていきた
い」と中沢氏は話す。
　ダイバーシティ＆インクルージョ
ン推進部は、「人事企画グループ」

「総活躍グループ」「両立支援グルー
プ」「情報発信グループ」の4つのグル

ープを設置している。グループには
それぞれ２～４人のメンバーが所属
している。ほとんどが個々の業務と
兼務する形で所属部署との架け橋の
役割を担う。

男性育休取得率100％目指す

　人事企画グループでは、多様性包
括の強化を目的に、主に3つのテー
マに取り組んでいる。最大のテーマ
は、男性の育児休業（育休）取得推
進だ。24年度までに男性育休の取
得率100％達成を目標に掲げる。
　「社会には、家事・育児は女性が
すべきだという固定観念がいまだに
ある。物理的に男性が育児に参画で

多様性を受け入れ企業成長を加速
変化の激しい時代に対応するため、ダイバーシティ＆インクルージョン推進部を設立した。
制度づくりや意識改革、研修の実施を通して個の強みを引き出し、企業の成長につなげていく。

年ゴールド認定）」も取得している。
　「多様な家族の在り方を理解する
一環として、女性活躍に関しては業
界に先駆けて取り組んできた歴史が
ある。配偶者の定義をアップデート
することで、LGBTQ＋への理解も
進んでいる」と中沢氏は話す。
　3つ目のテーマは、障がい者雇用
の定着だ。もともと同社では図面を
書くチームの中で聴覚障がい者の採
用を進めていたが、近年は精神障が
い者など、雇用の幅を広げて受け入
れ体制を構築している。社内のエレ
ベーターに健常者と障がい者の両者
が見て分かるよう、点字と文字が一
体化したユニバーサルデザイン

「Braille Neue（ブレイルノイエ）」
を採用したり、障がい者だけでなく
ジェンダーにも配慮したトイレを設
置したりするなど、設備面の整備も
進めている。
　障がい者にどんな仕事を任せるの
が良いのか、業務の切り出しを人事
担当と共に進めていく予定だとい
う。これらの活動によって生まれた

好事例を世の中にも発信していきた
いと考えている。

ボトムアップで組織力を向上

　総活躍グループは、「常に進化す
る組織と変化に強い自律した人づく
り」に取り組む。テーマは大きく2
つだ。1つ目は進化する組織づくり
で、Pit-in（ピットイン）プログラム
の推進に力を入れている。
　カーレースのピットインにちなん
だネーミングのこのプログラムの目
的は、組織のコミュニケーションを
見直し、改善のための行動変容にボ
トムアップで取り組み、個の成長と
組織力の向上を目指すことだ。その
結果、業務の生産性向上と働きがい
のある組織を実現していく。
　具体的なプログラムとしては、進
行中の工事現場で働く従業員5～20
人が集まり、目指すチームの姿に向
けて組織改善のPDCAサイクルを
回すプログラムを実施する。
　総活躍グループの社員が現場に出
向き、まずは目指す組織を言語化す

大林組

我が社のサステナブル戦略

■ ダイバーシティ＆インクルージョン推進部の活動体制の概要

・

出所：大林組

意識の改革（心）、人事制度改革（技）、行動変容を促す仕組み（体）の
バランスを取りながら施策を進める 出所：大林組

■ ダイバーシティ＆インクルージョン推進部が掲げるミッション

4つのグループの活動と併せて、組織風土の基礎づくりを推進する
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するケースがある。女性が安心して
働けるようなサポート体制を構築す
るとともに、イベントなども実施し
て社員の意識向上を促進している」
と中沢氏は話す。

社内外に向けて情報を発信

　情報発信グループは、「効果的な
情報発信」を目的に社内外への情報
発信にも取り組んでいる。
　社内への情報発信としては、ダイ
バーシティ＆インクルージョン推進
部について知ってもらうため、ホー
ムページを開設した。ただ、更新に
手間がかかり過ぎると情報発信が滞
ってしまうため、外部のIT（情報技
術）企業の力を借り、コンテンツ作
成と情報のアップデートの手間を省
くシステムを導入している。
　他にも、コーポレート・コミュニ
ケーション室と連携し、「デイリー
大林」「マンスリー大林」といった社
内媒体を活用し、定期的に活動内容
を発信している。建設業に従事する
社員向けの土木・建築別のホームペ
ージで、日々配信しているコラムに
男性育休の話を掲載するなどして、
社員の意識向上を狙っている。
　「情報の更新は頻繁に行なってい
るが、まだダイバーシティ＆インク
ルージョン推進部のホームページを

るキックオフ会議を1時間行ない、続
いて組織の良い点や課題を1人最低1
つの付箋に書き出し、ホワイトボー
ドに貼っていく。その課題に対する
改善策を考え、次の1カ月間で対応
する。最後に、1カ月間行動を変え
てみた結果を、30分間オンラインで
現場とつないで話し合う。この一連
の流れを約3カ月間かけて実施する。
　「限られた時間の中で、自分たち
で決めた目標を達成できたという小
さな成功体験を積む機会となってい
る」と中沢氏は話す。スタートして
1年、試行錯誤を繰り返しながら23
年度は6～7現場でピットインプロ
グラムを実施した。
　総活躍グループのもう1つのテー
マは、自律した人づくりだ。設備職
メンターの育成や建築職務別研修支
援など、従業員が自律したキャリア
を描くための制度構築や支援プログ
ラムを展開している。

介護を自分ごととして捉える

　両立支援グループは、ライフステー
ジに対応した柔軟な働き方へのアッ
プデートをミッションに掲げて活動
している。特に力を入れて取り組ん

見てくれる人は少ない。より興味を
引く情報発信の方法や周知に力を入
れていきたい」と中沢氏は話す。
　社外への情報発信については、多
様な人に活動を知ってもらうため、
ホームページの英語対応を実施する
他、定期的にアクセスを分析して
SEO（検索エンジンの最適化）など
に生かしている。
　これまでに紹介した4つのグルー
プの活動と並行して、組織風土の基
礎づくりのため、それぞれの職域向
けに様々な研修を実施している。
　例えば人事階層別研修では、リー
ダー職層向けにダイバーシティマネ
ジメント研修や、アンコンシャス・
バイアス（無意識の思い込み）研修、
女性の健康、介護両立研修などを実
施する。キャリア支援のオンライン
セミナーでは年に4回、社外講師ま
たは経営者によるキャリア構築事例
の紹介を行なう。経営幹部候補向け
には、社外の異業種交流研修などを
積極的に取り入れている。
　「研修で学んだ直後は意識が高ま
るが、それを継続させることは難し
い。学んだことが自分のものとな
り、意識しなくても自然と行動に表
れるような仕組みづくりを模索して
いる」と中沢氏は話す。
　ダイバーシティ＆インクルージョ

でいるのが介護情報の社内共有だ。
　同社では社員の4割が50歳以上と
なり、家族の介護に直面する人が増
えている。介護において知っておく
べき情報を社内で共有したり、介護
がイメージできないような若手社員
に対しても、年齢に関係なくある日
突然家族の介護が発生することを伝
えたりして、自分ごととして捉えて
もらうための情報発信をしている。
　「介護と仕事の両立は長年の課題
となっている。政府も労働力を確保
するために様々な施策を検討してい
る。今後、法律のアップデートに合
わせて、人事企画グループと共同し

ン推進部としてのKPI（重要業績評
価指標）は、前述した24年度までに
男性育休100％達成の他、22年度は
2.35％だった障がい者雇用率を、24
年度までに2.5％以上に引き上げる。
22年度に5.3％だった女性管理職比
率を、24年度までに6.4％にアップ
させる目標も掲げている。
　ダイバーシティ＆インクルージョ
ンを組織にどう醸成させていくか。
同社は非常に重要で、しかも難しい
問題にチャレンジしている。
　「今は男性育休取得者やライフス
テージ転換期の社員など、取り組み
の対象が限られているが、今後はよ
り対象者を広げていきたい。組織の
中でのマジョリティー（多数派）の
人たちは、自分自身がマジョリティ
ーであることに無自覚である場合が
ほとんどだ。マジョリティーである
人たちが、若手社員や女性、障がい
者など、社内ではマイノリティー

（少数派）に当たる人たちの気持ち
を思いやれるような発信を続けてい
きたい。そうすることで、心理的安
全性を実現できるのではないかと考
えている」と中沢氏は語る。
　大林組はこれらの活動を通して、
多様な人材が活躍し、変化に対応し
ながら持続的に成長を続ける組織を
目指す。

ながら取り組んでいきたい」と中沢
氏は話す。
　両立支援グループのもう1つのテ
ーマは、健康経営の推進だ。中期経
営計画の人材マネジメント戦略の中
にも健康経営の推進が新たに盛り込
まれ、活動に力を入れている。特に
注力しているのが女性に特化した健
康対応で、フェムテック（女性の健
康課題をテクノロジーで解決する）
アプリを導入するなどして、PMS

（月経前症候群）や更年期による体
調不良の改善策を発信している。
　「女性特有の悩みにより仕事のパ
フォーマンスが低下したり休んだり

■ 大林組における男性育児休暇取得率の推移■ ピットインプログラムの推進

■ 社内外に向けた情報発信のためのホームページを開設

男性育休の取得率は年々アップしている。2024年度には100％取得を目指す

目指すチームの姿と課題を書き出し、課題に向けて
実際に行動し振り返る3カ月間のプログラムを実践
している 社員の4割が50歳以上の大林組では、介護が身近な社員が多い

社内向け（左）と社外向け（右）のホームページを通して、日々情報発信をしている

出所：大林組

出所：大林組

年度 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
目標

2024
KPI

取得者数 157/317 214/320 224/365 215/337 231/345 257/316

取得率 49.5％ 66.9％ 61.4％ 63.8％ 67.0％ 81.3％ 90.0％ 100％
平均取得日数 3 日 4 日 4 日 7 日 7 日 11 日 - -

出所：大林組
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■ 仕事と介護の両立を支援 14.3p アップ


